
大分県地域産業振興資金特別融資要綱

昭和 56 年４月１日制定 

（目  的） 

第１条 この要綱は、本県における経済環境及び生活環境の変化に対応して、地域産業の育成及び特定施策

の推進を図るため、中小企業者及び組合（以下「中小企業者等」という。）に対して必要な資金を融資す

ることにより、その振興を図り、もって県経済の発展に寄与することを目的とする。 

（定  義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 中小企業者 大分県中小企業振興資金融資要綱第２条第１項第１号に規定するものをいう。 

  (2) 組   合  大分県中小企業振興資金融資要綱第２条第１項第２号に規定するものをいう。 

(3) 特定事業 中小企業信用保険法施行令（昭和 25 年政令第 350 号）第１条に規定する業種に属する事

業をいう。 

(4) 削除 

(5) 削除 

(6) 削除 

(7)新エネルギー施設 別表２に掲げる施設をいう。 

(8)省エネルギー設備 エネルギーの有効利用又は転換を図るための別表３に掲げる施設をいう。 

(9)自家発電設備 電気事業法第３８条第４項に定める自家用工作物のうち常用発電設備をいう。 

(10) 削除 

(11) 削除  

(12) 削除  

(13) 生産性の向上に資する設備 生産効率、エネルギー効率、精度等生産性の向上に資するものの指標

が旧モデルと比較して年平均 1％以上向上している設備をいう。 

（県資金の預託） 

第３条 知事は、その指定する金融機関（以下「指定金融機関」という。）に、この要綱に基づく融資（以

下「融資」という。）を行わせるため、必要に応じ県の資金（以下「県資金」という。）を預託するもの

とする。 

２ 前項の規定による県資金の額、預託条件及び預託方法は、予算の範囲内において知事が別に定めるもの

とする。 

（指定金融機関の協調融資） 

第４条 指定金融機関は、前条の規定による県資金の預託を受けたときは、知事が別に定めるところにより

融資枠を設定し、融資を行わなければならない。 



（融資対象者） 

第５条 融資対象者は、中小企業者等であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 (1) 県内において、中小企業信用保険法（昭和 25 年法律第 264 号。以下「法」という。）に基づく保険

関係が成立する事業を行っていること。 

 (2) 許可、認可等を必要とする業種にあっては、当該許可、認可等を受けていること。 

 (3) 保証付融資について、現に延滞又は求償権債務若しくは求償権保証債務がないこと。 

 (4) 手形又は小切手の第１回目の不渡りが発生し、または発生記録をした電子記録債権が支払不能とな

り６箇月、又は銀行取引停止処分後２箇年を経過していること。 

 (5) 投機的事業、金融業等、大分県信用保証協会（以下「保証協会」という。）の保証対象外となる事業

を行っているものでないこと。 

（融資の種類等） 

第６条 融資の種類は、次の各号に掲げるとおりとし、当該融資を受けることができる中小企業者等は、 

前条に規定する者であって、それぞれ当該各号に掲げる者とする。 

(1) 削除 

(2) 削除 

(3) 新エネルギ－施設等導入融資 新エネルギー施設・省エネルギー設備・自家発電設備・生産性の向上

に資する設備（以下「新エネルギー施設等」という。）を設置しようとする者 

(4) 削除 

(5) 削除 

(6)やさしさライフビジネス支援資金融資 県内で生活を営む者（以下「生活者」という。）の福利向上

と、優しさやゆとりのある住みよい地域社会の構築に資する事業を行う者 

(7)耐震化促進融資 次のいずれかに該当する者で、建築物の耐震診断、補強設計、耐震改修に必要とさ

れる資金を要するもの 

 イ 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成 7年法律第 123 号）附則第 3条において、耐震診断 

  が義務付けられている建築物を所有する者 

 ロ 昭和 56 年 5月 31 日以前に新築の工事に着手した建築物を所有するイ以外の者で、知事が特に必  

要と認める者 

(8) 削除  

(9)低燃費車両等導入融資 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第 83 号）に基づく貨物自動車運送事業

の許可又は登録を受けた者であって、以下のいずれかに該当する車両を導入するもの。ただし、導入す

る車両は、直接運送事業の用に供するものに限る 

 イ 国土交通省がエネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号）に基づいて定め 

る最新の燃費基準を達成した車両 

 ロ 電気自動車、燃料電池自動車、水素エンジン自動車、天然ガス自動車 

  ハ その他排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい車両として知事が特に認めたもの 



 (10)健康経営事業者融資 知事から健康経営事業所認定を受けた者、または、経済産業大臣から健康経営 

優良法人認定を受けた者。ただし、初回認定から５年以内の者に限る 

 （11）優良産業廃棄物処理業者融資 知事等から優良産業廃棄物処理業者、または、おおいた優良産廃 

処理業者評価制度の認定を受けた者。ただし、初回認定から５年以内の者に限る 

（融資の対象となる資金） 

第７条 融資の対象となる資金は、前条に規定する者が行う事業に直接必要となる設備資金又は運転資金と

する。 

 (1) 削除 

 (2) 削除 

 (3) 削除 

 (4) 削除 

（融資条件等） 

第８条 第４条の規定により指定金融機関が行う融資の融資条件等は別表１に定めるとおりとし、当該融資

については、保証協会の信用保証を付するものとする。 

（融資の申込手続） 

第９条 融資を受けようとする中小企業者等は、知事が別に定める要領（第６条第６号に定めるやさしさラ

イフビジネス支援資金融資については、同資金に係る要領。）により、融資の申込手続を行わなければな

らない。 

（企業診断等の実施） 

第 10 条 知事は、第４条の規定により指定金融機関が行う融資について必要があるときは、当該融資の申

込みをした中小企業者等の経営内容、事業計画等について、調査又は診断を行うことができる。 

（保証及び融資の決定） 

第 11 条 保証協会及び指定金融機関は、双方協議のうえ、それぞれ保証及び融資の決定を行うものとする。 

（融資事務の処理） 

第 12 条 保証協会及び指定金融機関は、知事が別に定める要領により、融資に関する事務を処理しなけれ

ばならない。 

第 13 条 削除 

（企業調査等の実施） 

第 14 条 知事、保証協会及び指定金融機関は、融資の目的を達成するため、融資を受けた者から必要な報

告を求め、又は事業の状況、関係書類、帳簿等を実地に調査することができる。 

（旧債務の肩替り等の禁止） 

第 15 条 指定金融機関は、融資を行うに当たり、当該融資対象者の保証付旧債務以外の旧債務の肩替り、

預金等の要請を行ってはならない。 

（貸付金の一括返還） 

第 16 条 指定金融機関は、融資をした後、当該融資を受けた者について次の事実があったときは、貸付金



の全部又は一部について一括して返還させるものとする。 

 (1) 虚偽又は不正な手段により融資を受けたとき。 

 (2) 資金の目的外使用があったとき。 

 (3) 融資の日以降において事業を廃止したとき、又は第２条に規定する中小企業者でなくなったとき。 

（県資金の返還） 

第 17 条 知事は、指定金融機関がこの要綱の規定に違反したときは、県資金を返還させることができる。 

（雑  則） 

第 18 条 第３条、第４条、第５条第１号、第８条及び第 10 条から第 12 条までの規定は、やさしさライフ

ビジネス支援資金融資に適用しない。 

２ この要綱に定めるもののほか、融資等に関し必要な事項は、知事が保証協会及び指定金融機関の意見を

聴いて定める。 

  附   則 

１ この要綱は、昭和 56 年４月１日から施行する。 

２ 大分県地域産業振興資金特別融資要綱（昭和 51 年４月１日制定。以下「旧要綱」という。）は、廃止

する。 

３ この要綱の施行の際、現に旧要綱の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、昭和 56 年６月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の要綱の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の

例による。 

  附   則 

１ この要綱は、昭和 57 年７月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の要綱の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の

例による。 

  附   則 

１ この要綱は、昭和 59 年１月４日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の要綱の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の

例による。 

  附   則 

１ この要綱は、昭和 59 年６月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、昭和 60 年４月１日から施行する。 



２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、昭和 61 年１月４日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、昭和 61 年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、昭和 61 年６月２日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、昭和 62 年１月５日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、昭和 63 年６月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例よ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、平成２年４月２日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、平成２年 11 月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 



  附   則 

１ この要綱は、平成３年７月 22 日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、平成３年 11 月８日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

 この要綱は、平成４年５月 18 日から施行する。 

  附   則 

１ この要綱は、平成４年 10 月 12 日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、平成５年３月 10 日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、平成５年 11 月 22 日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、平成６年５月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 



    附   則 

１ この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 10 年２月 16 日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

   附   則 

 この要綱は、平成 12 年４月１日から施行する。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 15 年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 16 年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 17 年 11 月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 18 年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 19 年 10 月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 20 年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 



   附   則 

１ この要綱は、平成 21 年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 21 年９月 15 日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

   附   則 

  この要綱は、平成 23 年３月７日から施行し、改正後の要綱の規定は平成 21 年 12 月４日から適用する。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 23 年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定及び大分県環境保全対策資金特別融資要綱（昭和 56 年４月１

日制定）の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例による。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 23 年５月 23 日から施行する。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 23 年８月３日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

   附   則 

１ この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

  附   則 

１ この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

 附   則 

１ この要綱は、平成 26 年４月１日から施行する。 

 附   則 

１ この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。 

 附   則 

１ この要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。 



 附   則 

１ この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

 附   則 

１ この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

３ この要綱の施行の際、現に改正前の要綱第６条第６項ロの規程による特別融資で取り扱いをしているも

のについては、その取扱期間が満了するまでは、なお、従前の例による。 

 附   則 

この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

 附   則 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

附   則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附   則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

附   則 

１ この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の規定により貸し付けられている資金については、なお従前の例によ

る。 

附   則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附   則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附   則 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附   則 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 



別表１（第８条関係） 

融資種類 資金使途 融資限度額 融資期間 融資利率 保証料率 返済方法 担 保 等

耐震化促進融資

、新エネルギー

施設等導入融資

、低燃費車両等

導入融資以外の

融資 

設備・

運転資金

中小企業者

 8,000万円

組 合

 １億円

10年以内 年2.1％ 保証協会が中

小企業者ごと

に定める保証

料率とし、上

限を年0.85%

とする。 

１年以内

の据置期

間後原則

として毎

月均等返

済

 保証人については、

必要に応じて徴求する

。ただし、法人代表者

以外の連帯保証人は原

則徴求しない。 

 担保については、必

要に応じて徴求する。

新エネルギー施

設等導入融資 

設備・

運転資金

中小企業者・

組合

2億8,000万円

10年以内 期間が5年以内の融資

年1.5％

期間が7年以内の融資

年1.8％

期間が10年以内の融

資 年2.0％ 

年0.15％ １年以内

の据置期

間後原則

として毎

月均等返

済 

 保証人については、

必要に応じて徴求する

。ただし、法人代表者

以外の連帯保証人は原

則徴求しない。 

 担保については、必

要に応じて徴求する。

耐震化促進融資 設備・

運転資金

中小企業者・

組合

2億8,000万円

20年以内

  

融資期間が5年以内の

融資 年1.0％

融資期間が10年以内

の融資 年1.2％

融資期間が15年以内

の融資 年1.6％

融資期間が20年以内

の融資 年2.2％

保証協会が

中小企業者

ごとに定め

る保証料率

とし、上限

を年0.25%と

する。

２年以内

の据置期

間後原則

として毎

月均等返

済

 保証人については、

必要に応じて徴求する

。ただし、法人代表者

以外の連帯保証人は原

則徴求しない。 

 担保については、必

要に応じて徴求する。

低燃費車両等導

入融資 

設備 中小企業者・

組合

8,000万

10年以内 期間が7年以内の融資

年1.8％

期間が10年以内の融

資 年2.0％

年0.15％ １年以内

の据置期

間後原則

として毎

月均等返

済

 保証人については、

必要に応じて徴求する

。ただし、法人代表者

以外の連帯保証人は原

則徴求しない。 

 担保については、必

要に応じて徴求する。

（注）法第１２条の規定に基づく経営安定関連保証の適用を受けた場合の保証料率は、耐震化促進融資を除き年 0.7％とする。

（注）令和 9年 3 月 31 日までは、既に貸し付けられている資金については、耐震化促進融資を除き、要綱上の融資期間を延長する 

ことができる。ただし、３年を上限とする。 

（注）東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成２３年法律第４０号）第１２８条の規定に基づく東

日本大震災復興緊急保証の適用を受けた場合の保証料率は、耐震化促進融資を除き年 0.8％とする。

（注）法第１２条の規程に基づく経営安定関連保証の適用を受けた場合の耐震化促進融資の融資期間は、10年以内とする。 



（注）事業者選択型経営者保証非提供制度要綱(令和 6年 1月 18 日付け 20240115 中庁第 15 号)に規定する信用保証料率の引上げを条

件として経営者保証を提供しないものとする場合は、年 0.25％または年 0.45％を上乗せする。 



別表２

バイオマス発電

バイオマス熱利用

バイオマス燃料製造

施設名 内　　　容

太陽光発電
太陽光発電とは、太陽光と半導体を使用し、電気を起こす発電方法であ
り、太陽光パネルとインバーター等を全て含めて、太陽光発電システムと
いう。

風力発電
風力発電とは、風力エネルギーを風車によって機械エネルギーに変換し、
発電機を回して発電する方式をいう。

地熱発電
地熱発電とは、地中に掘削した坑井を通して地価に貯留されている地熱流
体を噴出させ、その熱エネルギーを電気エネルギーに変換する発電方式を
いう。

バイオマス発電とは、バイオマス又はバイオマスを原材料とする燃料によ
り発電することをいう。

バイオマス熱利用とは、バイオマス又はバイオマスを原材料とする燃料に
より得た熱を利用することをいう。

バイオマス燃料製造とは、バイオマスを原材料とする燃料を製造すること
をいう。

太陽熱利用
太陽熱利用とは、太陽のエネルギーを熱として利用し、給湯や暖房に使う
ことをいう。太陽熱利用機器は大きく分けて太陽熱温水器、ソーラーシス
テム（水式）、ソーラーシステム（空気式）の３つがある。

温度差エネルギー
温度差エネルギー利用とは、海水、河川水、下水等の水を熱源として、そ
の熱をヒートポンプ等で汲み上げることにより、給湯・暖房・ 冷房等の
用途に利用する場合を指すもの。

バイオマス共通
バイオマスとは、動植物に由来する有機物であって、エネルギー源として
利用することができるもの（原油、石油ガス、可燃性ガス及び 石炭、並
びにこれらから製造される製品を除く。）をいう。

新エネルギー施設

天然ガス
コージェネレーション

天然ガスコージェネレーションとは、天然ガスの燃焼で得られる1,500℃
以上の高温エネルギーを発電機の動力として使い、その排熱を温水や蒸気
として利用する（熱のカスケード利用（多段階利用）） を行うことをい
う。

燃料電池
燃料電池とは、都市ガスやＬＰガスなどから取り出した水素と空気中の酸
素を利用して、水の電気分解の逆の化学反応により直接電気へ変換し、発
電するシステムをいう。

その他の施設 その他、上記に準ずる新エネルギー施設として知事が認めたもの。

雪氷熱利用

雪氷熱利用とは、雪又は氷（冷凍機を用いて生産したものを除く。） を
熱源とする熱を冷蔵、冷房その他の用途に利用することをいう。冷気・冷
熱の流量を調節する機能を有する設備であって、雪氷熱の供給 に直接的
に供される設備に限る。

水力発電

水力発電とは、水の持つ位置エネルギーと速度エネルギーを利用して発電
する方式。水のエネルギーを水車によって機械エネルギーに変 換し、水
車に結合した発電機によって機械エネルギーを電気エネルギーとして発電
することをいう。発電出力1,000kW以下に限る。（システムの定格出力で
kW単位の少数切捨。）



別表３

廃熱ボイラー 生産工程における廃熱により蒸気を発生させる設備に限る。

省エネルギー型工業炉
（次の各号の１に該当

する
　ものに限る。）

１　燃焼廃熱により原材料の予熱を行うための予熱帯が炉の加熱帯と一体
　となっているもの。
２　炉底部を除く炉内部壁の面積の半分以上の部分が断熱物質によって
　構成されているもの。

省エネルギー施設

施設名 内　　　容

ヒートポンプ方式
熱源装置

ヒートポンプ方式の熱源装置（専用の配管、ダクト、ポンプ、送風機、蓄
熱槽及び補助熱源装置を含む。）に限る。

コ・ジェネレーション
　 システム

 原動機及びこれに直結する動力利用設備並びに原動機から排出された熱
を利用する設備を同時に設置するものに限る（専用の自動調節装置、蓄熱
槽、冷却装置、ポンプ又は配管を含む。）。

染色整理装置
（次の各号の１に該当

する
　ものに限る。）

１　噴流式染色装置
　 糸、織物又は編物をその重量の６倍以下の重量の染液により染色する
　ことができる染色機で処理速度が毎分300メートル未満のもの並びに薬
　剤供給装置、熱交換器、専用の自動調整装置及び回転数可変ポンプを
　同時に設置する場合のこれらのものに限る。
２　洗浄装置
　 織物地又は編物地を洗浄するもので、その洗浄水量比（供給される 洗
　浄水の単位時間当たりの重量を供給される生地の単位時間当たりの重量
　で除して計算した値をいう。）が、毛織物地及び編物地にあっては70
　以下、毛織物以外の編物地にあっては30以下のもののうち、次に掲げ
　る方式のいずれかに該当するものに限る。
 　イ　貫通式（洗浄水に浸漬した生地をゴムローラーを用いて金網サク
　　ションドラムに押圧しつつ吸引し、当該生地に含まれる洗浄水を貫通
　　させる方式をいう。）
 　ロ　振動式（洗浄槽内に設置したかごを振動させることによりその上
　　部又は下部に接した生地を強制的に洗浄水に接触させる方式のもの
　　で、かごの作動間隔を自動的に調節する機構を有するものをいう。）

単板乾燥装置
（次の各号の１に該当

する
　ものに限る。）

１　垂直配列式棚型自動単板乾燥装置
 　コンベアに対し垂直な単板受棚を有するもので、単板の挿入及び配列
　並びに温度の調整を自動的に行う機構を有するものに限る。
２　断熱強化型自動単板乾燥装置
 　乾燥部壁面のドア部以外が二重断熱構造のもので、乾燥部からの排気
　を再利用し、かつ、乾燥負荷に応じて熱風循環送風機の回転数及び乾
　燥部内の湿度を自動的に調整する機構を有するものに限る。

せん断機
金属板をせん断するもので、被加工物の自動供給装置を有するもののう
ち、毎分100回以上のせん断加工を連続して行うものに限るものとし、こ
れと同時に設置する専用の材料集積装置を含む。



高性能ダイカストマシ
ン

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　設定圧力の95％以上で作動するアンロード弁又は電磁オンオフ弁を有
　するもののうち、アキュムレータの設定圧力に達した時から当該アン
　ロード弁又は電磁オンオフ弁が全開するまでの時間が0.5秒以内のも
　の。
 ２　メンティングポットのスカートがかさ比重0.5以下の断熱物質を内張
　りしたカバーで覆われているもの。

プレス・タッピング
複合加工装置

被加工物の穴あけ及びねじ立て加工をスライドの一回の往復動作により同
時に行うもののうち、当該被加工物の加工位置及び搬送速度を自動的に制
御する機構を有するものに限る。

自動温度調整装置
加熱又は冷却のための熱（冷熱を含む。）の需要の検出を行い、その変動
に対応してあらかじめ設定されたプログラムに従い熱媒流体の流量の制御
を自動的に行うものに限る。

省エネルギー型
鋳型造型機

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　コールドボックス鋳型造型機（亜硫酸ガスを触媒として有機粘結材の
　化学硬化反応（燃焼反応を除く。）により鋳物砂の硬化を行うものに限
　る。）
 ２　無枠鋳型造型機（型枠のない鋳型を造型するものに限る。）
 ３　高圧式鋳型造型機（スクイーズヘッドが分割されているスクイーズ
　ピストンを用いて鋳型を造型するもので、スクイーズ圧力が490,000パ
　スカル以上のものに限る。）

高周波誘導加熱装置

300ヘルツ以上の高周波電流を用いて金属を加熱（溶解を除く。）するも
ので、被加熱物の温度及び電源装置に流れる負荷電流を自動的に 調整す
る機構並びにあらかじめ設定されたヒートパターンに従って被 加熱物の
温度分析を自動的に調整する機構を有するもののうち、定格電源容量が
450キロワット以下の炉本体、電源装置及び専用の自動調整装置を同時に
設置する場合のこれらのものに限るものとし、これらと同時に設置する専
用の冷却装置を含む。

省エネルギー型
乾燥装置

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　電磁波（周波数が900メガヘルツ以上10ギガヘルツ未満のものに限
　る。）を照射することにより乾燥を行うものに限る。
２　乾燥装置の廃熱により当該乾燥装置に供給される空気を予熱する機
　構を有するもの。
３　乾燥装置からの排ガスを当該乾燥装置に吹き込む機構を有するもの
　のうち乾燥温度170度以上のもの。
４　熱媒液（１気圧の圧力の下で沸点が200度以上のものに限る。）と熱
　交換することにより乾燥用空気を加熱する機構を有するもの。
５　温度が40度以下の空気を用いた乾燥装置で塩化リチウムその他の吸
　湿剤を用いる方法若しくは冷却する方法又はこれらを併用する方法によ
　り乾燥用空気を脱湿する機構を有するもの。
６　触媒を用いて排ガスに含まれる有害成分を除去することにより当該
　排ガスを乾燥用空気として再利用するもの。
７　赤外線（周波数が750ギガヘルツ以上のものに限る。）を照射するこ
　とにより乾燥を行うもの。



省エネルギー型
紙製容器製造装置

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　型打抜機
 　段ボール又は紙器用板紙を箱又は紙器を展開した形に打ち抜くもの
　で、給紙、打抜き及び排紙を並行して連続的に行うことができるもの
　に限る。
 ２　合紙貼合機
 　段ボール又は紙器用板紙の糊付け及び貼合を並行して連続的に行うも
　ので、処理能力が毎分80枚以上のもののうち糊付用ロールと合紙用
　ロールの軸間距離が１メートル以下のものに限る。
 ３　自動製箱機
 　段ボール箱又は紙器の組立（糊付けによる組立てを除く。）を行う
　もので、折りぐせ機構及び組立機構を有するものに限る。

省エネルギー型
製本装置

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　丁合機
 　ロータリー型の紙の引出し機構を有するもの又は万力型の紙の引出し
　機構（軽金属合金型のもので、アームの長さが450ミリメートル以 下
　のものに限る。）を有するものに限る。
 ２　無線綴り機
 　無線綴り方式により製本を行うもので、クランクを用いて本の背の部
　分を成形プレスする機構を有するものに限る。

省エネルギー型
染色整理装置

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　脱水機
 　空気流を吹き付ける方式又は減圧する方式により加工工程における織
　物又は編物の洗浄後の脱水を行うもので、脱水直後の洗浄水の織物又
　は編物への付着重量が織物又は編物の生地重量の20％以下とすること
　ができるものに限る。
２　連続高圧スチーマー
 　ロール式密封装置により密封された缶（その内部の圧力が490,000パス
　カル以上のものに限る。）内において精錬、漂白、染色及び仕上げを
　行うものに限る。
３　薬剤低付与装置
 　次に掲げる方式のいずれかに該当する方式により、加工工程における
　織物又は編物に防水剤その他の薬剤を付与するもので、薬剤の織物又
　は編物への付着重量が織物又は編物の生地重量の20％以下のものに限
　る。
 　イ　ロール式　織物又は編物に薬剤を塗布したロールに接触させる方
　　式をいう。
 　ロ　泡式　織物又は編物に泡状にした薬剤を接触させる方式をいう
４　ヒートセッター
 　加工工程における織物又は編物をヒートセットするもので、次に掲げ
　るもののいずれかに該当するものに限る。
 　イ　触媒を用いて当該ヒートセッターからの排ガス中の有害成分を除
　　去して当該ヒートセッターに吹き込む機構を有するもの。
 　ロ　処理対象物の幅に対応して熱風の吹出し口の幅を自動的に調整す
　　る機構を有するもの。
５　マイクロ波染色機
 　加工工程における織物又は編物の染色仕上加工を行うもので、電磁波
　（周波数が１ギガヘルツ以上10ギガヘルツ未満のものに限る。）を照射
　することにより着色反応を促進させるものに限る。
６　巻糸チーズ乾燥機
 　乾燥釜からの排ガス温度を検知して当該乾燥釜内の圧力を自動的に調
　整する機構を有するもので、乾燥釜、熱交換器、送風機、圧縮機、気
　液分離機及び自動調整装置を有するものに限る。
７　連続常圧スチーマー
 　蒸熱室内の電熱式ヒートロールに被染物を接触させることにより発色
　させるものに限るものとし、これに専用の自動調整装置を含む。



無杼式自動織機

水流若しくは空気流により又はレピア若しくはグリッパーを用いてよこ糸
入れを行うものに限るものとし、これと同時に設置する空気液 噴射用の
圧縮機又は乾燥機（２以上の吸引ドラム（その表面がメッシュ状の構造を
成しているものに限る。）を用いて熱風を強制的に還流させることにより
織物地の乾燥を行うもので、水流によりよこ糸入れを行う織機に専用のも
のに限る。）を含む。

省エネルギー型
ダイカストマシン

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　ピストン式アキュミュレーターを有するもので、その設定圧力に達し
　た時からリリーフ弁が全開する時までの時間が１秒以下であるもののう
　ち、当該圧力がリリーフ弁の設定圧力の90％以下のもの。
 ２　２以上の油圧ポンプを用いるもので、シリンダーで必要とする油圧
　に対応して作動油の流量を自動的に制御する機構を有するもの。

プリンタースロッタ
段ボールシートに印刷、裁断、罫線入れ及び溝切りの加工を連続的に行う
ことができるものであって、インバーター方式を用いた駆動装置を有する
ものに限る。

省エネルギー型
成形機

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　押出成形機
 　プラスチックの押出成形機で、ミキシング機構付スクリュー、原料の
　強制フィード機構付シリンダー並びにヒーターの自動温度制御装置及
　び放熱防止カバーを有するもの又は２軸スクリュー、ヒーターの自動
　温度制御装置及び放熱防止カバーを有するものに限る。
２　発泡成形機
 　発泡ポリスチレンビーズの融着成形機で、加熱及び冷却の工程をそれ
　ぞれ専用の金型を用いて自動的に連続して行うもの又は、冷却水の流
　量を自動的に制御することにより金型の温度を最適に調整することが
　できる機構を有するものに限る。
３　射出成形機
 　プラスチックの射出成形機で、作動油の流量及び圧力を自動的に制御
　する機構並びにヒーターの放熱防止カバーを有するものに限る。

電動送り式金属工作機械

  交流又は直流サーボモーター（定格トルクが0.1キログラムメートル以
上のもので3,000ラジアン毎秒毎秒以上の角加速度を発生させることがで
きるものに限る。）を用いて工具又は被加工物の送りを行うもので、潤滑
流体により工具又は被加工物を支持する機構を案内面と 直接接触させな
いものに限る。

省エネルギー型
プレス

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　油圧プレス（次に掲げるもののいずれかに該当するものに限る。）
 　イ　スライドの下降時の圧力をバランサーシリンダー及びアキュム
　　レーターを用いてスライドの上昇時に利用するもの。
 　ロ　液体を加圧されたブランクホルダーで固定された被加工物により
　　液圧室に密封し、加圧された上型の下降とこれによって生じる液圧の
　　作用により成形加工を行うもの。
 　ハ　上スライドの加圧による被加工物の固定のための圧力が設定圧力
　　に達した時にその圧力を保持したうえで加圧を停止し、同時に下スラ
　　イドへの加圧を開始することによって成形加工を行うもの
 ２　高速自動送り式プレス（被加工物を自動的に供給する機構及びフリ
　クションクラッチ機構を有するもので、回転係数（ストロークの長さ
　をミリメートルで表した数と毎分ストローク数との積をいう。）が
　　6,000以上のものに限る。）
 ３　連続加工式プレス（１のスライドにより４工程以上のプレス加工を
　同時に行うもので、被加工物の工程間の移動を自動的に行う機構を有す
　るものに限る。）
 ４　サーボ駆動式プレス（サーボモーターと直結する駆動軸又は油圧ポ
　ンプによりラムを駆動させて金属材の成形加工を行うもののうち、ラム
　の制動時のエネルギー回生を行う機構並びにあらかじめストローク長さ
　及びストローク数を設定する機構を有するものに限るとし、これと同時
　に設置する専用の安全装置又は自動供給装置を含む。）



省エネルギー型
印刷機

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　同時両面オフセット印刷機（相対した一対のゴム胴を用いて紙の両面
　に同時に印刷することができる枚葉オフセット印刷機であって、イン
　バーター方式を用いた駆動装置を有するものに限る。）
２　倍胴型両面オフセット印刷機（ゴム胴の径に対して２倍以上の径をも
　つ胴を用いることにより１工程で連続的に紙の両面に印刷することがで
　きる枚葉オフセット印刷機であって、インバーター方式を用いた駆動装
　置を有するものに限る。）

自走式作業用機械設備
（次の各号の１に該当

する
　ものに限る。）

１　掘削機械、締固め機械、積込み機械、クレーン、モーターグレー
　ダー、コンクリート機械及びせん孔機で、直接噴射式ディーゼルエンジ
　ンを有し、油圧ポンプから供給される油圧を複数の作動部の作業状態に
　対応して制御する機構を有するもの。
２　トラクターで、直接噴射式ディーゼルエンジンを有し、油圧ポンプか
　ら供給される油圧を複数の作動部の作業状態に対応して制御する機構及
　びすべり摩擦部に潤滑油が密封された無限軌道覆帯を有するもの。
３　基礎工事用機械（くい打ち機及びくい抜き機に限る。）で、直接噴射
　式ディーゼルエンジンを有し、油圧ポンプから供給される油圧を複数の
　作動部の作業状態に対応して制御する機構並びに巻上げ動作及びブーム
　の上下動作を行うためのロープの方向を転換するころがり軸受付滑車を
　有するもの。
４　アスファルトフィニッシャー（アスファルト合材の敷きならしを行う
　もので、可変スクリード、可変容量型油圧ポンプ（エンジンの回転数の
　変動にかかわらず、油圧を調整できるポンプをいう。以下、５号、「油
　圧式杭圧入引抜機」及び「大口径掘削機」において同じ。）及び多連弁
　機構（油圧ポンプから供給される油圧を複数の作動部の作業状態に対応
　して調整する機構をいう。以下、５号、「油圧式杭圧入引抜機」及び
　「大口径掘削機」において同じ。）並びに閉回路（その全ての部分
　が密閉された油圧回路をいう。）又はプレッシャーオーバーライド弁
　（油圧回路の圧力が設定値に達したときに油圧ポンプの吐出量が最
　小になるように制御する弁をいう。以下「油圧式杭圧入引抜機」に
　おいて同じ。）を有するものに限る。）
５　建設廃棄物破砕機（密封潤滑式（すべり摩擦部に潤滑油を密封する
　ことにより潤滑油の漏れを防ぐ方式をいう。）の起動輪、遊動輪及び
　ローラを有するもので、アスファルト廃材又はコンクリート廃材を破砕
　するもののうち、可変容量型油圧ポンプ及び多連弁機構を有するものに
　限る。）

油圧解体機

自走式作業用機械設備に装着されるもので、岩石又は建設構造物の破砕解
体を行い、かつ、油圧により作動するもののうち、次の各号の一に該当す
るものに限る。
 １　油圧ブレーカ（チゼル用のグリース溜まりを内蔵した打撃装置を有
するものに限る。）
 ２　油圧圧砕機（圧砕装置の角度を変えることができる機構及びカッ
ターを有するものに限る。）

大口径掘削機

場所打杭工法における穴の掘削を行うもののうち、可変容量型油圧ポン
プ、多連弁機構及びアンロード弁並びに合流回路（２以上の油圧ポンプか
ら供給される油圧を合流させる油圧管をいう。）又は油圧全馬力制御機構
（複数の作動部の作業状態に対応して変化する複数の油圧ポンプの負荷を
検知して当該複数の油圧ポンプの合計馬力を常にエンジン馬力以内に制御
する機構をいう。）を有するものに限る。



省エネルギー型
めん類製造装置

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　めん帯成形機（めん生地を圧延してめん帯を製造するもので、互いに
　近接する３本の圧延ロール（２本のロールが他の１本のロールの回転の
　向きと逆の向きに回転するものに限る。）を用いてめん生地の圧延を行
　うものに限るものとし、これに専用のめん生地送り装置を含む。）
２　自動蒸しめん製造装置（低圧蒸気（蒸気の圧力が78,400パスカル以下
　のものに限る。）を直接噴射することにより生めんの蒸煮を行うもの
　で、蒸しめん製造装置及び自動調整装置を有するものに限る）
３　ゆでめん製造装置（連続する３以上のゆで槽（当該ゆで槽の中央が、
　自動昇降式加圧蓋により密閉される構造を有するものに限る。）を有す
　るもののうち、集約型バケット（ゆで槽において隣接するバケットの支
　持点の間隔が100ミリメートル以下となるものに限る。）をめんの種類
　に対応した速度で連続して当該ゆで槽に通過させる機構及び当該ゆで槽
　内の温度を自動的に調整する機構を有するものに限る。）

省エネルギー型
焼成焼上装置

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　余熱還流式オーブン（ビスケットその他の菓子類を焼成するもので、
　当該オーブンからの排ガスを当該オーブン内に吹き込む機構を有するも
　のに限るものとし、これに専用の自動調整装置を含む。）
２　排気制御式オーブン（パン又はビスケットその他の菓子類の焼成を行
　うもので、オーブン内の温度を検出して排ガス量及び燃焼用空気と燃料
　との流量比率を自動的に制御する機構を有するものに限る
３　自動温度調整式ノーピルオーブン（パン又はビスケットその他の菓子
　類の焼成を行うもので、オーブン内の温度を検出して熱の供給量を自動
　的に制御する機構及び被焼成物をコンベアーにより搬出入する機構を有
　するものに限る。）
４　遠赤外線式連続焼成装置（食品の焼成を行うもののうち、炉内の上部
　がセラミック遠赤外線プレート（周波数が300ギガヘルツ以上200テラヘ
　ルツ未満の電磁波を照射するものに限る。）で覆われたものに限るもの
　とし、これと同時に設置する専用の自動調整装置を含む。）
５　急速加温機付連続焼成装置（カステラその他の菓子類の加温及び焼成
　を連続して行うもので、加温機（被加温物に直接電流を通じることによ
　り加温を行うものに限る。）、色付装置（電磁波（周波数が300ギガヘ
　ルツ以上200テラヘルツ未満のものに限る。）を照射することにより加
　熱を行うものに限る。）及び焼成機に限るものとし、これらに専用の自
　動調整装置を含む。）
６　熱反射式焼上機（米菓の焼上げを行うもので、バーナーからの放射熱
　を反射するステンレス鋼製の反射板を有する焼上機及び当該焼上機の廃
　熱により米菓の乾燥を行う装置を有するものに限る。）

高熱効率型連続蒸米機
（米の蒸煮及び蒸煮後
の米の取出しを並行し

て続
　的に行うものに限

る）

　加熱用の蒸気を回収して米の蒸煮に再使用する機構を有するもの。

省エネルギー電気炉

１　高周波溶解炉（金属を周波数が150ヘルツ以上の高周波電流を用いて
　発熱させる方法により熔解するもので、炉本体及び電源装置を有するも
　のに限るものとし、これらに専用の炉傾斜装置、冷却装置又は自動調整
　装置を含む。）
２　高感応答アーク炉（直接式三相アーク炉で、電熱カップリング又は
　サイリスタにより制御される交流電動機によって作動する電熱昇降装置
　（電極を毎分２メートル以上上昇させることができるものに限る。）、
　最適電流供給装置及び専用の自動調整装置を有するものに限る。）
３　高性能電解炉（アルミナを電気分解してアルミニウムを製造するもの
　でグラファイト電極、ポット・カバー及びクラフト自動破砕装置を有す
　る既焼成陽極式電解炉又は塩化マグネシウムを電気分解してマグネシウ
　ムを製造するもので陽極との間に隔壁を有しないもののうちくさび型の
　電極若しくは格子状の電極を有するものに限る。）

高性能ねん糸機
スピンドルの回転部の重量が800グラム以下で、かつその外径が145ミリ
メートル以下のダブルツイスターに限る。



高速全自動殖版機
多面焼付けを行うもので、自動制御装置を有するもののうち、光源装置が
通電開始から７秒以内に所要の光度に到達するものに限る。

省エネルギー型
鍛造素材切断機

厚さ50ミリメートル以上の鍛造素材の供給及び切断を自動的に行うもの
で、帯のこ盤、素材供給装置及び自動調整装置を有するものに限る。

省エネルギー型
アーク溶接機

サブマージアーク溶接機（粒状フラックスの中でアークを発生させて溶接
を行うもので、溶接トーチ、溶接電源装置、ワイヤー送給装置及びフラッ
クスホッパーを同時に設置する場合のこれらのものに限るものとし、これ
らと同時に設置する専用の自動走行装置、フラックス回収装置又は自動調
整装置を含む。）又は不燃性ガス利用アーク溶接機（炭酸ガス又はアルゴ
ンガスの雰囲気の中でアークを発生させて溶接を行うもので、溶接トー
チ、溶接電源装置及びワイヤー送給装置を同時に設置する場合のこれらの
ものに限るものとし、これらと同時に設置する専用の自動走行装置、冷却
装置、ガス流量調整器又は自動 調整装置を含む。）に限る。

省エネルギー型
真空焼鈍炉

減圧した加熱容器内で金属導体線の加熱を行うもので、炉底部を除く炉内
部壁の面積の50％以上の部分がかさ比重1.3以下の断熱物質によって構成
されているもののうち、炉本体、加熱容器及び真空装置を 同時に設置す
る場合のこれらのものに限る。

省エネルギー型
鋳物砂混練装置

（次の各号の１に該当
するものに限る。）

１　混練中の鋳物砂の含水率に対応して当該混練装置に供給される水の量
　を自動的に制御する機構を有するものに限る。
２　鋳物砂に自硬性鋳物型用バインダーを混ぜて混練するものに限る
３　鋳物砂充填性制御混練装置（混練中の鋳物砂の性状に対応して供給水
　量及び添加剤の量を自動的に調整する機構を有するもの並びに専用の自
　動調整装置を同時に設置する場合のこれらのものに限る。）

省エネルギー型
ショットブラスト

（次の各号の１に該当
する

　ものに限る。）

１　湾曲羽根式ショットブラスト（羽根車の羽根の形状が湾曲しているも
　のに限る。）
 ２　両回転式ショットブラスト（羽根車の回転方向が左右に切り替えら
　れるものに限る。）

省エネルギー型
古紙梱包装置

圧縮室において１のピストンを用いて加圧することにより古紙の圧縮及び
成形を同時に行うものに限る。

熱成形機
プラスチックの熱成形機で、加熱装置の電圧調整ができるもの又は加熱源
に遠赤外線（波長３μ以上）を使用したものに限る。

精密打抜プレス 金属打抜き用のものであって、駆動機構が三動以上のものに限る。

省エネルギー型
フォークリフト

（次の各号の１に該当
するものに限る。）

１　油圧サイリスタにより、荷役作業用油圧ポンプモーターを制御する機
　構を有するもの。
 ２　排気ターボチャージャーによりエンジン給気を過給する機構を有す
　るもの。

省エネルギー型ボイ
ラー

ボイラーの蒸気圧力の変動に対応して燃焼用空気と燃料との流量比率を自
動的に制御する機構を有するもの（これと同時に設置する専用のポンプ又
は配管を含む。）、燃焼廃材（被加熱物から排出される熱を含む。）によ
り燃焼用空気及び当該ボイラーにおいて蒸気を発生させるために供給され
る水を予熱する機構を有するもの（これと同時に設 置する専用のポンプ
又は配管を含む。）又は蒸気使用量の変動に対応して蒸気の貯留及び自己
蒸発を自動的に行う機構を有するもの（これと同時に設置する専用のポン
プ又は配管を含む。）。



　建築物の省エネ性能
の

　向上に資する設備、
機器

　及び建築材料

次に掲げる、建築物の省エネ性能の向上のために導入される設備、機器、
建築材料等。
 １　省エネ型設備・機器
　 次に掲げる、エネルギーの使用の合理化に資するもののいずれかに該
　当するものに限る。
 　イ　熱回収型換気・空調装置（高効率全熱交換器（排気の顕熱及び潜
　　熱により給湯との熱交換を行うもの。）又は当該高効率全熱交換器を
　　組み込んだ空調装置。）
 　ロ　400ボルト級配線装置（電気の供給を受け、400ボルト及び230ボル
　　トの公称電圧で負荷機器に電気を供給するための電気設備。専用のリ
　　アクトル、コンデンサー等を含む。）
 　ハ　床暖房装置（電気又は温水を用いて床を加熱し、当該床からの熱
　　の放射により暖房を行うもので、蓄熱板、断熱板及び専用の自動調節
　　装置を含むもの。専用のポンプ又は配管を含む。）
 　ニ　熱供給受入設備（新たに熱供給を受けることに伴い設置する受入
　　導管。当該受入導管を収容するための管路、入孔、配管等を含む。）
 　ホ　電算機室等用省エネルギー制御空調機（電子計算機室内又は電子
　　交換機室内等に設置される専用の床下空調機のうち、温湿度センサー
　　により自動制御する機能を有するもの。室外機を含む。）
　 ヘ　空調用搬送エネルギー効率化システム（空調設備のうち、熱媒を
    液とガスの比重差で自然に循環させるもの、又は複数のユニットを直
    列に接続することにより、熱媒を段階的に活用するもの。専用の熱源
    装置、蓄熱槽等を含む。）
 　ト　高効率照明設備（高周波方式の照明器具の点灯回路を制御するこ
　　とにより蛍光管の光量を調整するもの。専用の配線、端末器又は太陽
　　光感知装置を含む。）
 　チ　高効率エレベータ（可変電圧可変周波数制御装置を用いて電動機
　　を制御するもの。）
 　リ　高効率エスカレータ（利用者の有無を感知することにより、自動
　　的に運転を制御する機構を有するもの。）
 　ヌ　高効率自動ドア（ドアの開き幅を切り替える機構を有するもの）
 　ル　高効率自動回転ドア（利用者の有無を感知することにより、自動
　　的に運転を制御する機構を有するもの。）
 ２　断熱建材
　 次に掲げる、建築物及び建築設備の断熱性能の向上に資するもののい
 ずれかに該当するものに限る。
 　イ　無機繊維系断熱材（グラスウール、ロックウール等。）
 　ロ　木質繊維系断熱材（セルローズファイバー、インシュレーション
    ボード等。）
 　ハ　発泡プラスチック系断熱材（ポリスチレンフォーム、硬質ウレタ
    ンフォーム、ポリエチレンフォーム、フェノールフォーム等。）
 　ニ　断熱閉口部材（複層ガラス、断熱サッシ、断熱ドア等。）
 　ホ　気密補助材料（防湿・気密フィルム、気密テープ、気密パッキン
    等。）
 　ヘ　その他建築物及び建築設備の断熱性能の向上に資する建材

省エネルギー型
経編機

複合針を用いるもののうち、負荷の変動に対応して電動機の回転を制御す
る機構を有するものに限る。

高効率生地連続包あん機
食品の生地及び内包材の注出口が一体となっている機構を有するもののう
ち、６以上の成型羽根を有し、かつ、当該成型羽根の水平往復 運動と下
降運動により成型する機構を有するものに限る。

多段ホーマー
鍛造素材の切断及び鍛造加工をスライド１回の往復動作により同時に５工
程以上行うもので、毎分100回以上の往復動作ができるもののうち、当該
スライドに４以上の圧迫金型を装着する機構を有し、かつ、当該鍛造素材
の工程間の移動を自動的に行う機構を有するものに限る

外断熱システム
建築物における熱損失を防止するための断熱材及び外装材であって、建築
物の屋根及び外壁の外側に施工されるものに限る。



その他の設備
その他上記に準ずる設備であって、省エネルギー効果が25％以上の 省エ
ネルギー施設のうち、その設置を特に促進する必要性が高いとして知事が
認めたもの。

  電気自動車等用充電
設備

電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車に充電するための急速充電
設備及び普通充電設備

エネルギー管理システム

ビルや工場等において、エネルギー使用状況を把握し、かつ、室内 環境
に応じた機器又は設備等の運転管理によってエネルギー消費量の 削減を
図るためのシステム。（計測・計量装置、制御装置、監視装置、データ保
存・分析・診断装置などで構成される。）



別表 4

                                                          
種 類 環境保全施設 環  境  保  全  装  置 環境保全施設に付属する設備

大気汚染
関係

ばいじんその
他の有害物質
（粒子状のも
の）の処理施
設

集じん又は除じん装置（重力沈降、慣性
分離、遠心力分離、ろ過、洗浄、電気捕
集若しくは音波凝集の方法により集じん
又は除じんするもの。以下本表において
同じ。）

ガス導管、ガス冷却器、通風器、空
気圧縮機（バックフィルターに附着
した粉じんを除くためのもの）変圧
器及び整流器（電気捕集の方法によ
り集じんする装置に付属するもの）

いおう酸化物
その他の有害
物質の処理施
設

いおう酸化物その他の有害物質の処理装
置（洗浄、吸収、中和又は吸着の方法に
より処理するもの）

ダスト取出機、ダスト運搬機、ダス
ト貯留機、水管、塔及び槽（洗浄液
を供給するもの）

粉じん処理施
設

集じん又は除じん装置、
散水、被覆又は密閉により粉じんの発生
を防止する施設

水路・ポンプ・池及び槽（洗浄廃液
を処理するためのもの）、洗浄液再
生装置、ミスト除去装置（これに附
属する変圧器及び整流器を含む。)、
自動調整装置

水質汚濁
関係

汚水処理施設 汚水処理装置（浮上、分離、ろ過、吸着
、濃縮、ばっ気、洗浄、冷却、中和、酸
化、還元、燃焼、沈でん、イオン交換、
生物化学的処理又は殺菌により処理する
もの）

水管、電動機、輸送装置（汚水を公
共の被害防止の目的をもって遠隔地
の共同処理場へ輸送するためのもの
）、貯留装置（沈でん・ろ過・中和
・酸化又は還元などの前処理として
汚水を混合又は調整するもの）、自
動調整装置、薬剤投入装置、水路・
ポンプ・池及び槽、汚泥処理装置

騒音・振
動関係

騒音又は振動
防止施設

遮音塀、遮音壁（通常の工場建築物を構
成する部分を除き、専ら騒音防止の用に
供するもの）、消音器、消音装置（専ら
騒音の防止の用に供するもの）、つり基
礎

地盤沈下
関係

工業用水道又
は水道への転
換施設

地盤沈下を防止するため，用水源を井戸
から工業用水道又は水道へ転換する装置
（工業用水道又は水道の水を受水、着水
、貯水〔沈でんを含む〕送水、冷却、冷
凍若しくはろ過するもの）

用水管用弁開閉装置、電動機、自動
調整装置

悪臭関係 悪臭処理施設 悪臭物質の処理装置（熱分解、洗浄、吸
収、中和、吸着、イオン交換、酸化、還
元、電気捕集、化学的処理又は希釈によ
り処理するもの）、悪臭物質を密閉する
ための施設

ガス導管、ガス冷却器、通風器、変
圧器及び整流器（電気捕集の方法に
より処理する装置に附属するための
もの）、水管、塔及び槽（洗浄液を
供給するためのもの）、水路・ポン
プ・池及び槽（洗浄廃液を処理する
ためのもの）、洗浄液再生装置，ミ
スト除去装置（これに附属する変圧
器及び整流器を含む。）、自動調整
装置

産業廃棄
物関係

産業廃棄物処
理施設

産業廃棄物処理装置（焼却、脱水、乾燥
、圧縮、分離、破砕、中和、無毒化、安
定化又は生物化学的処理により処理する
もの）

分析測定
関係

公害防止用分
析機器

光分析装置、電気化学分析装置、電磁気
分析装、，ガス分析装置、クロマト分析
装置、滴定装置、炭化水素分析装置、物
理的分析装、，流量計、圧力計、騒音測
定装置、振動測定装置、ＢＯＤ測定装置
、粉じん測定装置、温度計及び資料採取
装置（計測値の伝送・指示・積算・記録
用装置・警報用装置及び自動制御装置を
含む。）で専ら公害防止の用に供するも
の

フロン等
対策関係

オゾン保護対
策施設・設備

脱フロン型洗浄設備・脱フロン化代替設
備、フロン等回収、再利用装置等


